国際私法II　2011年度秋学期末試験

高橋宏司　出題
第一問

日本に常居所を有するXは、日本においてインターネット閲覧中に、甲国で設立され甲国に本店を有する法人Yの甲国語の広告を発見し、趣味の甲国語学習に役立てるために、Yの提供する甲国語コースの受講契約をYのウェブサイト上で締結した。その際、甲国法を準拠法とする条項を含む契約書に同意し、自己の常居所地国を日本と記入した。代金は、日本にある自らの口座から甲国にあるYの口座に振り込んだ。しかし、契約締結後7日目に、XはYに対して契約解除を通知した。
日本から見て適用されるべき法を明らかにしつつ、以下の各問に答えよ。なお、日本法では、本件のような契約をした個人は、別段の合意の有無にかかわらず、契約締結後8日間は理由の如何を問わず契約を解除することができ、契約解除の場合、支払われた代金は全額返還請求できるものと仮定せよ。甲国法上は、本件のような契約をした個人は、別段の合意の有無にかかわらず、契約締結後5日間に限り、理由の如何を問わず契約を解除することができ、契約解除の場合、支払われた代金は、契約手数料を控除した額につき不当利得として返還請求できる。

(1)　Xの契約した甲国語コースが日本に居ながらにしてYの甲国本店からオンラインで動画配信によって提供されるものであった場合、Xは契約解除できるか、できるとすれば、いくらの返金を受けることができるか。Xに助言せよ。(期末試験総点80点中30点)
(2)　Xの契約した甲国語コースがYの甲国本店に赴いて提供を受けるものであった場合はどうか。(期末試験総点80点中10点)
第二問

A社は、日本で設立され、主として甲国で事業を営んでいるが、日本・乙国においても事業を営んでいる。A社の取締役であったBは、取締役退任後に日本でC会社を設立し、自ら代表取締役に就任して乙国においてA社との競業事業を開始した。Dは、A社に雇用され甲国において就業していたが、Bから、BがA社取締役在任中、設立予定のC社に転職するよう勧誘を受け、C社設立後も勧誘を受け続けた。Dは勧誘に応じ、A社を退職し、直ちにC社に就職した。C社は、Dを乙国においてA社との競業事業に従事させた。
A社とDの間の労働契約には、Dの就業地を甲国とする条項や、甲国法を準拠法とする旨の条項が入っていた。同契約には、Dは退職後2年間は、日本・甲国・乙国のいずれかの国においてA社と競業する会社に就職してはならず、その違反があるとA社は退職金を支給しない旨の条項(「競業禁止特約」)も入っていた。本件競業禁止特約は、甲国法の下では有効であるが、乙国法の下では無効である。
(1)　 DはA社に対し、退職金支給を求めて日本で訴えを提起した。本件競業禁止特約の違反を理由に支給を拒否できるか、A社にアドバイスせよ。(期末試験総点80点中15点)
(2)  A社は、Bに対し、Bが取締役在任中にDに対して行った勧誘は自社(A社)に対する忠実義務違反に当たるとして、損害賠償を求めて日本で訴えを提起した。準拠法は何国法となるか。(期末試験総点80点中10点)
(3)　A社は、C社がDを引き抜いたことによって甲国におけるA社の収益が減少したとして、C社に対し、不法行為にもとづく損害賠償を求めて日本で訴えを提起した。何国法が適用されるか。(期末試験総点80点中15点)
